
公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

8,926,430 円
選定基準に
該当したため

環境資源部
環境共生課

7 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

道路等喫煙禁止区域
内指定喫煙所周辺清
掃等業務委託

①ポイ捨てごみ等の清
掃・回収
②指定喫煙所清掃・管理
③その他ポイ捨ての防止
に関すること

高齢者の就労機会の確保という政
策的目的を達成することと、過去の
契約実績が良好であることから、相
手方を決定した。

選定基準に
該当したため

生涯学習部
生涯学習総務課

生涯学習部
生涯学習総務課

¥691,449
選定基準に
該当したため

2023年度「考古資料
室」除草及び低木剪定
業務委託

2023年度「考古資料
室」施設管理業務委託

管理業務と清掃業務
公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥681,320

6

4

3

5

2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

町田市立金森図書館
駐車場管理業務委託

駐車場の案内・誘導

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の経験
と技術を活かした業務で、雇用機会
の確保に寄与し、安価に契約できる
こと。

選定基準に
該当したため

経済観光部
農業振興課

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥1,485,244

選定基準に
該当したため

生涯学習部
図書館

¥1,045,980
公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

2 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

市民農園管理業務委
託

市民農園の巡回・除草・
剪定・耕耘・トイレ清掃業
務

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高齢者に適した
業務で、作業場所付近に居住して
いることからすぐに対応でき、また
雇用の促進、機会の確保を図ること
が可能であること。

財務部
契約課

1 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

2022年度トイレットペー
パー（シングル130ｍ）
単価契約

芯なしトイレットペーパー
に係る物品供給単価契約

地方自治法施行令第167条の２第1
項第3号に該当し、町田市の本店で
営業種目{荒物雑貨」に登録のある
社会福祉法人。

業務内容
契約の相手
方とした理由

契約金額（税込）

社会福祉法人
共働学舎

\7,151,760
（契約目途額）

単価　\360
（税抜）

選定基準に
該当したため

2023年度　地方自治法施行令167条の2第1項第3号による随意契約　締結案件一覧 2024年3月29日 公表

契約期間 選定基準 担当課No. 契約締結日 契約件名 契約の相手方

2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者に適し
た業務で、雇用の促進、機会の確
保を図ることが可能であること。

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者に適し
た業務で、雇用の促進、機会の確
保を図ることが可能であること。

除草作業と低木剪定

¥6,111,560
選定基準に
該当したため

子ども生活部
児童青少年課

2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

町田市子どもセンター
まあち他４館管理指導
業務委託

夜間利用者の受付、施設
の見回り、指導・助言等

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の経験
と技術を活かした業務で、雇用機会
の確保に寄与できること。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター



業務内容
契約の相手
方とした理由

契約金額（税込）

2023年度　地方自治法施行令167条の2第1項第3号による随意契約　締結案件一覧 2024年3月29日 公表

契約期間 選定基準 担当課No. 契約締結日 契約件名 契約の相手方

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥574,332
選定基準に
該当したため

いきいき生活部
高齢者支援課

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥1,177,560
選定基準に
該当したため

いきいき生活部
高齢者支援課

13 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

２０２３年度「介護予防
サポーター養成講座」
業務委託

高齢者対象の養成講座
の企画運営・管理

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の経験
と技術を活かした業務で、雇用機会
の確保に寄与できること。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥2,685,100
選定基準に
該当したため

いきいき生活部
高齢者支援課

12 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

２０２３年度「健康寿命
を延ばそう！フレイル
チェック会」業務委託

高齢者対象の養成講座
の企画運営・管理

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の経験
と技術を活かした業務で、雇用機会
の確保に寄与できること。

11 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

わくわく仲間づくりカレッ
ジ講座業務委託（単価
契約）

高齢者対象の養成講座
の企画運営・管理

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の経験
と技術を活かした業務で、雇用機会
の確保に寄与できること。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥2,567,538
選定基準に
該当したため

市民部市民課10 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

2023年度マイナンバー
カード申請用写真撮影
業務委託

マイナンバーカードの取
得を促進するため、カード
申請の際に必要となる顔
写真の撮影を無料で実施
する。

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の経験
と技術を活かした業務で、雇用機会
の確保に寄与できること。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥2,956,410
選定基準に
該当したため

文化スポーツ振興
部
文化振興課

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

76,816,107円
（推定総額）

選定基準に
該当したため

学校教育部
教育総務課

9 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

本町田遺跡公園管理
業務委託

本町田遺跡公園の維持
管理業務

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者に適し
た業務で、従事者が履行場所付近
に居住していることからすぐに対応
でき、また雇用の促進、機会の確保
を図ることが可能であること。

8 2023年4月1日
2023年4月1日～
2024年3月31日

学校管理支援業務委
託

学校敷地内の開錠、消
灯、戸締り・施錠及び異常
の有無の確認　等

業務内容は高齢者が行うに適した
ものであり、高齢者の就労機会の拡
大につながるため。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥6,330,400
選定基準に
該当したため

環境資源部
ごみ収集課

14 2023年6月5日
２０２3年６月5日
～20２3年１０月３
１日

「資源とごみの収集カレ
ンダー」全戸配布業務
委託

ごみカレンダー全戸配布
作業

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者に適し
た業務で、配布場所付近に居住し
ている高齢者が対応でき、また雇用
の促進、機会の確保を図ることが可
能であること。



業務内容
契約の相手
方とした理由

契約金額（税込）

2023年度　地方自治法施行令167条の2第1項第3号による随意契約　締結案件一覧 2024年3月29日 公表

契約期間 選定基準 担当課No. 契約締結日 契約件名 契約の相手方

は今回の公表での追加分となります。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

589,000円

地方自治法
施行令第167
条の2第1項
第3号に該当
し、高年齢者
の雇用機会
の確保に寄
与できるた
め。

いきいき生活部高
齢者支援課

17 2024年3月1日
2024年3月1日～
2024年3月31日

調髪利用券封入作業
委託

調髪利用券等の封入業
務

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の雇用
機会の確保に寄与できること。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥1,647,297
選定基準に
該当したため

学校教育部
学務課

16 2023年11月17日
2023年11月17日
～2024年3月22日

町田市立小・中学校卒
業証書筆耕業務委託

町田市立小・中学校にお
ける卒業生の卒業証書に
ついて、毛筆により筆耕す
る。

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、高年齢者の経験
と技術を活かした業務で、雇用機会
の確保に寄与できるため。

公益社団法人
町田市シルバー
人材センター

¥1,911,186
選定基準に
該当したため

財務部
市有財産活用課

15 2023年4月1日
２０２３年４月１日
～　２０２４年３月
３１日

市庁舎自転車・バイク
駐輪場指導業務委託

市庁舎内駐輪場におい
て、庁舎利用者以外が駐
輪しないよう指示又は指
導する。

地方自治法施行令第167条の2第1
項第3号に該当し、旧庁舎時から委
託していたこともあり、業務内容を
熟知しており、また雇用の促進、機
会の確保を図ることが可能であるこ
と。


